
令和7年度　主要事業評価シート

　　　

Ｒ 年度 ～ Ｒ 年度

①
基
本
事
項

施
策
体
系

22004

-

居住誘導区域内の住宅(新築・中古)を購
入し、転入・転居する人

住宅取得支援事業

01：一般会計

事業手法

施策の方向

重点プロジェクト

01：魅力的な都市空間の形成

02：活力ある市街地の形成

-

01:快適さを支える生活基盤の向上

計画コード

施策の大綱

基本施策

②
事
業
概
要

（
P

）

事業の必要性（経緯・背景等）

市街地拡散や既成市街地の空洞化などが進行し
ており、コンパクトな都市づくりに向けた都市拠点
への居住誘導が求められている。また、都市の持
続性を確保するため、子育て世代の定住が求め
られている。

直営

08：土木費

一部委託 全部委託

部

課

予
算
科
目

会計 担当部署

建設部
05：住宅費

01：住宅管理費

事業名 評価分類

款

項

目

A1

都市整備課
都市計画Ｇ

補助等 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業の対象（誰に、何に対して）

事業期間 主な根拠法令等 亀山市住宅取得支援事業補助金交付要綱1

事業の目的（どのような状態にしたいのか） 事業の内容（どのような取組を行うのか）

居住誘導区域内での居住を促進し、既成市街地
の活性化や子育て世帯の定住促進を図る。

居住誘導区域内に新たに住宅を取得し転居する人に対して、補助
金を交付する。

地方債

その他

一般財源

事業費

0千円
計
画
額

0千円

3,790千円

5,000千円

5,000千円

3,790千円

0千円

0千円

0千円

3,790千円

5,000千円 5,000千円 5,000千円

0千円 0千円 0千円

国・県支出金

地方債

その他

一般財源

0千円 0千円

①期間内計画額（R4-7） 20,000千円 ②期間外計画額（R8-） -  ①＋②総計画額

0千円

0千円

3,790千円

0千円

0千円

0千円 0千円

0千円 0千円

5,000千円

20,000千円

③
事
業
の
実
施
状
況

（
P
・
D

）

4,965千円 4,938千円 4,984千円

活動実績

（計画通り実施できたか）

居住誘導区域外から区域内への住宅取
得に対して、17件の補助金を交付し、まち
なかへの居住誘導及び定住促進に繋がっ
たが、計画値の25件には至らなかった。
（※17件内訳：亀山中央区域11件、井田
川区域6件、関区域0件）

居住誘導区域内に新たに住宅を取得し、
居住誘導区域外から転居した住宅取得
者に対して、21件の補助金を交付した。
（※21件内訳：亀山中央区域16件、井
田川区域3件、関区域2件）
また、居住誘導区域内での居住を促進
するため、各種関係団体へ本事業の周
知を行った。

居住誘導区域内に新たに住宅を取得し、
居住誘導区域外から転居した住宅取得
者に対して、23件の補助金を交付した。
（※23件内訳：亀山中央区域19件、井
田川区域3件、関区域1件）
また、居住誘導区域内での居住を促進す
るため、各種関係団体へ本事業を周知
するとともに、関係部署との連携により移
住相談等の場を通じて情報提供を行っ
た。

居住誘導区域内に新たに住宅を取得し、
居住誘導区域外から転居した住宅取得
者に対して、20件の補助金を交付した。
（※20件内訳：亀山中央区域17件、井田
川区域3件、関区域0件）
また、居住誘導区域内での居住を促進す
るため、各種関係団体へ本事業を周知す
るとともに、関係部署との連携により移住
相談等の場を通じて情報提供を行った。

事業計画

○住宅取得支援事業補助金の交付 ○住宅取得支援事業補助金の交付 ○住宅取得支援事業補助金の交付 ○住宅取得支援事業補助金の交付

令和４年度年度

決
算
額

事業費

国・県支出金

0千円

令和５年度 令和６年度 令和７年度

予
算
額

0千円 0千円

0千円 0千円 0千円

5,000千円 5,000千円 5,000千円 5,000千円 5,000千円 5,000千円

4,965千円 4,938千円 4,984千円

5,000千円 5,000千円



（令和7年度予算額の内訳）

継続（縮小）

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業展開

成果判定 B

継続（現状維持）

A

継続（現状維持）

A

（
再
掲

）

実績値

事業の対象

居住誘導区域内の住宅(新築・中古)
を購入し、転入・転居する人

居住誘導区域内での居住を促進し、既成市街地の活
性化や子育て世帯の定住促進を図る。

事業の目的

25

20

計画値

実績値

説明等

本事業を活用し、居住誘導区域内で取得された住宅戸数
23

住宅取得戸数

指標名 区分単位 令和4年度種別

成果

令和5年度 令和6年度

⑥
課
題

（
Ｃ

）

⑦
事
業
の
展
開

（
Ａ

）

事業の達成状況等を踏まえた課題事項

居住誘導区域は、日常生活サービス機能、公共交通や学校施設等が持続的に確保されるよう居
住を誘導すべき区域であることから、人口減少が続く中での都市の持続性の確保に向け、事業のよ
り効率的・効果的な実施に向けた検討が必要である。
また、令和８年度における立地適正化計画の改定内容に応じた居住誘導施策の展開を図る必要が
ある。

方向性

改善・見直し内容

令和9年度以降で対応するもの令和8年度で対応する（した）もの

１次評価者

最終評価者

継続（縮小） 事業規模の適正化やコスト節減等に向け、事業を縮小する。
【
履
歴

】

令和8年度からは、居住誘導区域への子育て世
帯の誘導及び定住促進を図るため、対象者を中
学生以下の子がいる世帯に変更した。

立地適正化計画の改定内容に応じた居住誘導
施策の展開を図る。

⑤
成
果

（
Ｃ

)

判定

A
十分な成果を得た

事業実施により得られた成果（誰に（何に）対してどのような効果があったか

居住誘導区域内に新たに住宅を取得し、居住誘導区域外から転居した住宅取得者
に対し、20件の補助金を交付することで、まちなかへの居住誘導及び定住促進につ
なげることができた。また、20件中12件が子育て世帯であり、ファミリー世帯の誘導
及び定住に寄与することができた。市外からの転入は、20件中11件で、定住人口の
増加につながった。

④
指
標

（
Ｃ

）

建設部 都市整備課 都市計画ＧＬ　加藤　洋輔

建設部 都市整備課長　山際　文則

継続（現状維持）

A

計画値

戸

計画値

前年度からの繰越額

当年度の最終予算額

次年度への繰越額

0千円

5,000千円

0千円

令和7年度

25

実績値 17

25

21

25


